
 

平成２５年１１月２８日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 詐害行為取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２５年１０月１８日 

 

判     決 

原告          国 

被告          株式会社Ｙ 

 

       主     文 

１ 被告と株式会社Ｂ（本店所在地 岡山市）が、平成２３年１月１１日にした別

紙物件目録記載１ないし７の不動産の売買契約及び同年２月２５日にした同目録

記載８の不動産の売買契約を取り消す。 

２ 被告は、同目録記載１及び２の不動産について、岡山地方法務局平成●年●月

●日受付第●●●号、同目録記載３及び４の不動産について、同法務局倉敷支局

平成●年●月●日受付第●●●号、同目録記載５ないし７の不動産について、同

法務局岡山西出張所平成●年●月●日受付第●●●号、同目録記載８の不動産に

ついて、那覇地方法務局宜野湾出張所平成●年●月●日受付第●●●号の各所有

権移転及び信託登記の、各抹消登記手続をせよ。 

３ 訴訟費用は、被告の負担とする。 

 

事     実 

第１ 当事者の求めた裁判 

１ 請求の趣旨 

主文と同旨 

２ 請求の趣旨に対する答弁 

（１） 原告の請求をいずれも棄却する。 
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（２） 訴訟費用は原告の負担とする。 

第２ 当事者の主張 

１ 請求原因 

（１） 株式会社Ｂ（本店所在地は岡山市。以下「滞納会社」という。）は、平

成２０年４月から平成２１年１２月までの間の各給与等支払時に納税義務

が成立した源泉所得税を納付せず、平成２０年度分（平成２０年４月１日

から平成２１年３月３１日までの間）の法人税を法定申告期限である平成

２１年６月２日までに申告せず、又、同税を納付せず、平成２１年度分（平

成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの間）の法人税を法定申

告期限である平成２２年６月１日までに申告せず、又、同税を納付しなか

った。 

（２） 滞納会社は、その所有に係る不動産を以下のとおり処分した。 

ア 滞納会社は、別紙物件目録（以下「別紙」という。）記載３７ないし

４０の不動産について、平成２２年１２月２２日信託を登記原因とし、

Ｃ及びＤを受託者とする所有権移転登記（岡山地方法務局岡山西出張所

平成●年●月●日受付第●●●号、同第●●●号）をした。 

イ 滞納会社は、下記不動産について、次のとおり、平成●年●月●日信

　託を登記原因とし、滞納会社と同一商号の別会社（本店所在地 岡山市）

　を受託者とする所有権移転登記をした。 

（ア）別紙記載９ないし１３の不動産 

岡山地方法務局平成●年●月●日受付第●●●号 

（イ）別紙記載２３ないし２８の不動産 

岡山地方法務局岡山西出張所平成●年●月●日受付第●●●号 

ウ 滞納会社は、被告に対し、平成２３年１月１１日、下記不動産を売り

渡し（以下「本件第１売買契約」という。）、次のとおり、同日信託を

登記原因とし、上記別会社を受託者とする所有権移転登記をした。 
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（ア）別紙記載１及び２の不動産 

岡山地方法務局平成●年●月●日受付第●●●号 

（イ）別紙記載３及び４の不動産 

岡山地方法務局倉敷支局平成●年●月●日受付第●●●号 

（ウ）別紙記載５ないし７、１６ないし２２の不動産 

岡山地方法務局岡山西出張所平成●年●月●日受付第●●●号 

（エ）別紙記載２９ないし３２の不動産 

岡山地方法務局津山支局平成●年●月●日受付第●●●号 

エ 滞納会社は、別紙記載１４及び１５の不動産について、Ｅを所有者と

し、平成２３年１月１９日売買を原因とする所有権移転登記（岡山地方

法務局岡山西出張所平成●年●月●日受付第●●●号）をした。 

オ 滞納会社は、別紙記載３３ないし３６の不動産について、Ｆを所有者

とし、平成１６年４月１４日売買を原因とする所有権移転登記（岡山地

方法務局岡山西出張所平成●年●月●日受付第●●●号）をした。 

カ 滞納会社は、被告に対し、平成２３年２月２５日、別紙記載８の不動

産を売り渡し（以下「本件第２売買契約」という。）、同日信託を登記

原因とし、被告を受託者とする所有権移転登記（那覇地方法務局宜野湾

出張所平成●年●月●日受付第●●●号）をした。 

（３） 滞納会社は、上記（２）の処分をしたことにより無資力状態となった。 

（４） 滞納会社は、債権者である原告を害することを知って、被告との間で、

本件第１売買契約及び本件第２売買契約を締結した。 

（５） 上記（１）に係る滞納会社の滞納税額は、平成２５年１月３１日時点で、

次のとおりである。 

ア 源泉所得税 ７万９２００円 

イ 法人税（平成２０年度分） 

（ア）本税          １１９４万７１００円 
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（イ）延滞税          ４０７万８８００円 

ウ 法人税（同） 無申告加算税 ２３６万３０００円 

エ 法人税（平成２１年度分） 

（ア）本税            １０万８１００円 

（イ）延滞税            ２万９７００円 

オ 法人税（同） 無申告加算税   １万５０００円 

（アないしオの合計額 １８６２万０９００円） 

（６） よって、原告は、国税通則法４２条、民法４２４条１項本文に基づき、

本件第１売買契約及び本件第２売買契約を取り消すことを求め、被告に対

し、本件第１売買契約の対象である不動産のうち別紙記載１ないし７及び

本件第２売買契約の対象である別紙記載８の不動産についてされた各所有

権移転及び信託登記の各抹消登記手続を命ずることを求める。 

２ 請求原因に対する認否等 

（１） 上記１（１）、同（５）については、滞納会社が国税を滞納しているこ

とは認め、その余は知らない。 

（２） 同（２）について 

ウ及びカは認め、その余は知らない。 

（３） 同（３）について 

滞納会社が無資力であるとの点は否認し争う。滞納会社は、下記不動産

（以下併せて「Ｇ物件」という。）を所有しており、その評価額の合計額

は２億４８２３万３４０５円である。 

ア 所在 倉敷市 

地番  

地目 山林 

地積 １６５平方メートル 

イ 所在 倉敷市 
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地番  

地目 宅地 

地積 ２３６６.００平方メートル 

ウ 所在 倉敷市 

地番  

地目 山林 

地積 ３６６平方メートル 

エ 所在 倉敷市 

地番  

地目 原野 

地積 ４７６平方メートル 

（現況） 

地目 一部道路 

オ 所在 倉敷市 

家屋番号  

種類 店舗 

構造 鉄骨造陸屋根５階建 

床面積 １階 １０１０．０２平方メートル 

２階  ８４１．９６平方メートル 

         ３階  ９０６．０４平方メートル 

４階  ８８５．６１平方メートル 

５階  ８７２.５７平方メートル 

（附属建物） 

符号 １ 

種類 倉庫 

構造 コンクリートブロック造亜鉛メッキ鋼板葺平家建 
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床面積 ２５.４４平方メートル 

符号 ２ 

種類 機械室 

構造 コンクリートブロック造陸屋根平家建 

床面積 ３３.８０平方メートル 

（４） 同（４）については争う。 

 

       理     由 

１ 証拠（甲１、２、１０、１１、１４、１５）及び弁論の全趣旨によれば、請求

原因（１）及び（５）の各事実を認めることができ、この認定を覆すに足りる証

拠は存在しない。 

２ 証拠（甲３ないし９（枝番号を含む。））によれば、請求原因（２）の各事実

を認めることができ、この認定を覆すに足りる証拠は存在しない。 

３ 請求原因（３）、（４）について 

（１） 上記１及び２に認定した事実に加え、証拠（甲１、１０ないし２３）及び

弁論の全趣旨によれば、次の事実を認めることができる。 

ア 滞納会社を所管する西大寺税務署は、平成２２年９月２８日に滞納会社の

法人税等の調査（以下「本件調査」という。）に着手した。 

イ 滞納会社では、元代表取締役のＨ（以下「Ｈ」という。）について平成１

６年６月３０日退任を原因とする退任登記がされたまま、取締役が選任され

ていなかった。 

ウ 西大寺税務署の担当官は、平成２２年１１月２６日に、Ｈに対し、滞納会

社が申告すべき売上げ及び原価等の概算額を提示した。 

エ Ｈは、西大寺税務署の担当者に対し、１０００万円の追徴課税で収められ

るように処理してほしいと懇請したが、これを拒否されたため、滞納会社を

解散させると述べた。 
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オ 滞納会社は、その所有不動産を次のとおり処分した。 

（ア）平成２２年１１月３０日、別紙記載３７ないし４０の不動産を、Ｃ及び

Ｄに１０００万円で売り渡し、同年１２月２２日信託を登記原因として、

所有権移転登記をした。 

（イ）平成２３年１月１１日、別紙記載９ないし１３、２３ないし２８の不動

産を、滞納会社と同一商号の別会社（本店は岡山市）に売り渡し、同日信

託を原因とし、上記別会社を受託者とする所有権移転登記をした。 

（ウ）同日、被告との間で本件第１売買契約を締結して同契約に係る不動産を

売り渡し、平成２３年１月１８日から同月２０日にかけ、同月１１日信託

を登記原因とし、被告を受託者とする信託登記による各所有権移転登記を

した。 

（エ）平成２３年１月２０日、Ｆから依頼されて滞納会社名義で競落した別紙

記載１４及び１５の不動産を、Ｆの転売先であるＥに平成２３年１月１９

日売買を原因として所有権移転登記をし、平成２３年２月２５日、Ｆから

依頼されて滞納会社名義で競落した別紙記載３３ないし３６の不動産をＦ

に平成１６年４月１４日売買を原因として所有権移転登記をした。 

（オ）平成２３年２月２５日、被告との間で本件第２売買契約を締結して同契

約に係る不動産を売り渡し、同年３月９日、同年２月２５日信託を登記原

因とし、被告を受託者とする信託登記による所有権移転登記をした。 

カ 平成２４年度の別紙記載１ないし８の各不動産の価格は、次のとおりであ

った。 

（ア）別紙記載１ ８５０万６６８０円 

（イ）同２  ７０万２７８５円 

（ウ）同３ ３１５万２６５６円 

（エ）同４ ２９３万６８５２円 

（オ）同５ １４３万２６２７円 
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（カ）同６  ３０万８００４円 

（キ）同７ ２９３万０４０８円 

（ク）同８ ９３２万１１１９円 

  （合計 ２９２９万１１３１円）。 

キ 滞納会社は、平成２３年２月２５日、西大寺税務署に対し、本件調査に係

る２期分の確定申告書（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで

及び平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）を各提出した。 

ク 滞納会社の第１９期決算報告書のうち、平成２２年３月３１日現在の貸借

対照表の資産の部には、現金１８９５万２４４７円、普通預金５０万６６３

１円、販売用土地７３１０万円、短期貸付金２０００万円（合計１億１２５

５万９０７８円）の記載がある。 

ケ 滞納会社は、平成２３年３月３日、臨時株主総会を開催して解散を決議し、

同月４日にその旨の登記をした。 

コ 滞納会社は、解散登記以後事業活動をしていない。 

サ 滞納会社は、現在めぼしい不動産を所有しておらず、金融機関にも、預貯

金等の資産を有していない。 

シ Ｈは、平成２４年４月２３日及び同年６月２８日、広島国税局財務事務官

の質問に対し、上記オの不動産処分は、国税による差押えを受ける前に先に

売り渡した方が良いと判断してしたものであり、売却代金は債務の返済等に

充てたが証明する資料はない、登記原因を信託としたのは、登録免許税及び

不動産取得税を安くする目的からしたものである、上記クの貸付金の回収見

込みはなく、滞納会社の財産は何もない旨回答した。 

ス 被告代表者は、同年４月２４日、広島国税局財務事務官の質問に対し、産

業廃棄物処理等を目的として被告を設立していたが休眠中の状態であったと

ころ、滞納会社から不動産取引の話をもちかけられたため、不動産の転売目

的で関与した、登記簿上は信託として登記されているが、実際は売買である
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旨回答した。 

（２） 上記（１）アないしシに認定した各事実によれば、Ｈは、会社法３４６条

１項に基づき権利義務を有する滞納会社の代表者として、本件調査を受けた

ことにより将来滞納会社の財産について差押えを受けることを免れるために、

滞納会社の不動産を処分したもので、債権者である原告を害することを知っ

て本件第１売買契約及び本件第２売買契約を締結したものと認められ、上記

認定を覆すに足りる証拠は存在しない。 

（３） 上記（１）オ、ク、コ、サ、シに認定した各事実によれば、滞納会社は無

資力の状態にあると認められる。これに対し、被告は、滞納会社がＧ物件を

所有しており、その固定資産評価額の合計額は２億４８２３万３４０５円で

あるから、滞納会社は無資力ではない旨主張して、上記評価額の記載のある

固定資産税証明書（乙３ないし６）を提出するが、証拠（甲２４の１及び２、

乙１、７）によれば、Ｇ物件は、滞納会社が、当庁平成●●年（○○）第●

●号不動産競売事件の特別売却において、平成１９年１月１６日、３３６万

８０００円で売却許可決定を受けて買い受けたものであるところ、同物件に

ついては、上記競売事件の再評価時点（平成１８年８月４日）で、地代不払

を原因として通行禁止の柵が設置され、建物については補修工事を施して継

続使用をすることが困難であるとみられたことから土地及び建物の一括価格

が４２１万円と評価されたものの、なお買受人が現れなかった経緯が認めら

れ、これに加えて滞納会社が、買受け後、Ｇ物件の所有名義を変更していな

いこと（弁論の全趣旨）からすると、Ｇ物件が客観的な交換価値を有してい

ると認めることはできず、上記固定資産税証明書の評価額の記載はたやすく

信用することができないから、被告の上記主張は採用することができない。 

４ 以上によれば、請求原因はいずれも理由がある（なお、本税が本件第１売買契

約及び本件第２売買契約より前に成立していることからすると、上記各契約後に

成立した延滞税も詐害行為取消権によって保全されるべき債権に当たると解され
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る（最高裁判所平成元年４月１３日第一小法廷判決・金融法務事情１２２８号３

４頁参照））。 

５ 上記（１）スの事実があるところ、被告は、本訴訟において、本件第１売買契

約及び本件第２売買契約締結当時において債権者を害すべき事実を知らなかった

ことについて具体的に主張しない。 

６ よって、原告の被告に対する本件請求は理由があるから認容することとして、

主文のとおり判決する。 

 

岡山地方裁判所 第１民事部 

裁判官     北澤 純一 
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